
金山町資格取得支援事業実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、町内求職者の雇用促進と町内就労者の定着及び町への移

住促進を図るとともに、安心、安全で快適な生活環境づくりに資するため、

資格取得支援金（以下「支援金」という。)を交付することについて、必要な

事項を定めることを目的とする。 

（交付対象者） 

第２条 支援金の交付対象となる者は、申請時において次に掲げる各号いずれ

かの要件の全てを満たす者又は町⾧が特に認めた者とする。 

 (1) 雇用促進等によるもの 

  ア 満年齢が６５歳未満の者 

  イ 金山町内に住所を有する者又は金山町への永住を希望する者で３年以

上の定住の意思表示がある者 

  ウ 資格取得の受験料又は受講料等の支払いを行った者 

  エ 前年度において本要綱に基づく支援金を交付されていない者 

  オ 国家公務員又は地方公務員以外の者 

 (2) 安心、安全な環境づくりによるもの 

  ア 金山町内に住所を有する者又は金山町への永住を希望する者で３年以

上の定住の意思表示がある者 

  イ 講習等に係る受講料等の支払いを行った者 

  ウ 前年度において本要綱に基づく支援金を交付されていない者 

  エ ２級小型船舶操縦士を取得しようとする者で金山町消防団分団⾧の推

薦を受けた者 

２ 前項の規定にかかわらず、取得した資格等について金山町からその他の支

援金等の交付を受けた者については、支援金の対象としないものとする。 

（対象資格） 

第３条 支援金の交付対象となる資格等は、別表第１及び別表第２のとおりと

する。 

 （対象経費） 

第４条 支援金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、交付

を申請する資格等の取得に要した経費のうち、資格等を取得した者（以下「資

格等取得者」という。）が負担したものとし、次の各号に定めるものとする。 

 (1) 資格取得に必要な能力を習得するための講座（通信講座含む。）の受講料



（資格等の取得の前提となる卒業資格等を取得するための講座を除く。） 

 (2) 前号に掲げるもののほか、国その他資格等授与機関が受講を指定する講習

等の受講料 

 (3) 資格試験等の受講料及び登録免許料 

２ 対象経費は、資格等取得の日から遡って１年以内又は資格等取得後１年以

内に受講又は受験したものに限るものとする。 

３ 資格等取得者が、勤務先からの資格の取得に対する手当等を受けていると

きは、手当等に相当する額を交付対象経費から差し引くものとする。 

 （交付額等） 

第５条 支援金の交付額は、対象経費の２分の１以内の額とし、１人につき１

つの年度で１０万円を限度とする。千円未満の端数が生じた場合は、これを

切り捨てるものとする。 

２ 就労に必要な資格等が複数ある場合、対象経費を合算して請求できるもの

とする。 

 （支援金の交付申請） 

第６条 支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、金山

町資格取得支援事業交付申請書及び実績報告書（様式第１号）と定住意思確

認書（様式第２号）に次に掲げる書類を添えて、町⾧に申請を行うものとす

る。 

 (1) 第４条各号に掲げる経費を明らかにする書類 

 (2) 前号の経費の支払いを証明する書類 

 (3) 資格等を取得したことが証明できる書類の写し 

 (4) 資格取得手当等の明細の写し（勤務先から資格の取得に対する手当等を受

けている場合に限る。） 

 (5) 金山町消防団分団⾧の推薦状（安心、安全な環境づくりによる２級小型船

舶操縦士取得の場合） 

 (6) 前号に掲げるもののほか、その他町⾧が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第７条 町⾧は、前条の規定による申請があったときは、その内容等を審査及

び調査の上速やかに支援金交付の可否を決定し、予算の範囲内において交付

する。 

２ 交付の可否を決定したときは、支援金交付（不交付）決定通知書（様式第

３号）により、申請者に速やかに通知するものとする。 

 （支援金の交付） 



第８条 支援金の交付が決定したときは、申請者の請求に基づき申請者が指定

する口座に、支援金を振り込むものとする。 

 （申請期限） 

第９条 支援金の申請は、資格等取得日から１年以内に行わなければならない。 

 （交付決定の取り消し） 

第１０条 町⾧は、次の各号のいずれかに該当する場合は、支援金の全部、又

は一部を返還させることができる。 

 (1) 虚偽、その他不正の手段により、支援金の交付を受け、又は受けようとし

たとき。 

 (2) 支援金の交付を受けた日から３年以内に転出したとき。 

 （細則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町⾧が別に定める。 

 

   附 則 

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


